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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第32期

第１四半期累計期間
第33期

第１四半期累計期間
第32期

会計期間
自2019年８月１日
至2019年10月31日

自2020年８月１日
至2020年10月31日

自2019年８月１日
至2020年７月31日

完成工事高 （千円） 651,690 696,980 2,729,495

経常利益 （千円） 58,926 42,821 186,788

四半期（当期）純利益 （千円） 38,633 26,798 124,776

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） - - -

資本金 （千円） 100,000 203,500 203,500

発行済株式総数 （株） 400,000 920,000 460,000

純資産額 （千円） 588,478 908,365 881,621

総資産額 （千円） 806,081 1,159,804 1,133,552

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 48.29 29.12 148.25

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） - - -

１株当たり配当額 （円） - - -

自己資本比率 （％） 73.0 78.3 77.7

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．完成工事高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、2020年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期

首に当該株式分割が行われたとし仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

５．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在していないため記載しており

ません。

６．１株当たり配当額については、配当実績がありませんので、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

　当第１四半期累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、経済・社会活動が制

限され、個人消費の低迷や経済活動の停滞等、厳しい状況が続き先行き不透明な状況となっております。

　当社の属するリフォーム業界は、不要不急のリフォームが行われなかった一方、テレワークの普及等により、

在宅時間が増え、住宅への関心の高まりによる修繕や設備機器交換などメンテナンスリフォームの需要が堅調に

推移しました。

　このような状況のなか、当社は積極的な営業活動、広告活動を継続的に行い、10月より千葉県に新たに営業所

を開設し、首都圏の営業活動を強化しました。また、人材採用活動を継続的に行いました。

この結果、当第１四半期累計期間の経営成績は、完成工事高696,980千円（前年同期比6.9％増）、営業利益

42,824千円（同27.3％減）、経常利益42,821千円（同27.3％減）、四半期純利益26,798千円（同30.6％減）とな

りました。

なお、当社はリフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

②財政状態の状況

（資産）

当第１四半期会計期間末における流動資産は1,106,486千円となり、前事業年度末に比べ19,110千円増加いた

しました。これは主に現金及び預金が13,809千円減少した一方、完成工事未収入金が30,882千円、未成工事支出

金が2,398千円増加したことによるものであります。固定資産は53,317千円となり、前事業年度末に比べ7,141千

円増加いたしました。これは主に繰延税金資産が3,484千円、工具、器具及び備品が3,407千円増加したことによ

るものであります。

この結果、総資産は、1,159,804千円となり、前事業年度末に比べ26,252千円増加いたしました。

（負債）

当第１四半期会計期間末における流動負債は248,989千円となり、前事業年度末に比べ42千円減少いたしまし

た。これは主に工事未払金が19,584千円、賞与引当金が12,300千円増加した一方、未払法人税等が19,664千円、

未払消費税等が13,583千円減少したことによるものであります。固定負債は2,449千円となり、前事業年度末に

比べ449千円減少いたしました。これは長期リース債務が315千円、長期未払金が133千円減少したことによるも

のであります。

この結果、負債合計は、251,438千円となり、前事業年度末に比べ491千円減少いたしました。

（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産合計は908,365千円となり、前事業年度末に比べ26,743千円増加いた

しました。これは主に繰越利益剰余金が26,798千円増加したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は78.3％（前事業年度末は77.7％）となりました。

 

(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 

(4）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当第１四半期累計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につ

いて重要な変更はありません。
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(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(6）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,200,000

計 3,200,000

（注）2020年９月14日開催の取締役会決議により、2020年10月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可能株

式総数は1,600,000株増加し、3,200,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
　（2020年10月31日）

提出日現在発行数（株）
（2020年12月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 920,000 929,000
名古屋証券取引所

（セントレックス）
単元株式数　100株

計 920,000 929,000 － －

（注）１．2020年９月14日開催の取締役会決議により、2020年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割

を行っております。これにより、発行済株式総数は460,000株増加し、920,000株となっております。

２．2020年10月27日開催の取締役会決議により、当社の取締役及び従業員に対する譲渡制限付株式報酬として

2020年11月20日付で新株式の発行を行ったことに伴い、発行済株式総数は9,000株増加し、929,000株となっ

ております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2020年10月１日

（注）１
460,000 920,000 － 203,500 － 103,500

（注）１．株式分割（１：２）によるものであります。

２．譲渡制限付株式報酬として2020年11月20日付で新株式の発行を行ったことに伴い、発行済株式総数は9,000株

増加し、資本金及び資本準備金はそれぞれ12,780千円増加しております。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2020年７月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2020年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 459,800 4,598 －

単元未満株式 普通株式 200 － －

発行済株式総数  460,000 － －

総株主の議決権  － 4,598 －

（注）2020年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、これにより、発行済株式総数は

460,000株増加し、920,000株となっておりますが、当該株式分割前の株式数にて記載しております

 

②【自己株式等】

    2020年10月31日現在

所有者の氏

名又は名称

所有者の住

所

自己名義所

有株式数

（株）

他人名義所

有株式数

（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式

総数に対す

る所有株式

数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

（注）2020年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。また、単元未満株式の買取請

求により、当第１四半期会計期間において28株の自己株式を取得しています。この結果、当第１四半期会計期間

末日現在の自己株式数は28株となっております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令等14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（2020年８月１日から2020年10

月31日まで）及び第１四半期累計期間（2020年８月１日から2020年10月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

興亜監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社ニッソウ(E33910)

四半期報告書

 8/15



１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2020年７月31日)
当第１四半期会計期間
(2020年10月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 766,437 752,627

完成工事未収入金 299,992 330,875

未成工事支出金 12,011 14,409

その他 10,532 10,286

貸倒引当金 △1,598 △1,713

流動資産合計 1,087,376 1,106,486

固定資産   

有形固定資産 28,155 32,344

無形固定資産 9,515 8,907

投資その他の資産 8,504 12,065

固定資産合計 46,175 53,317

資産合計 1,133,552 1,159,804

負債の部   

流動負債   

工事未払金 122,116 141,701

未払法人税等 40,909 21,244

賞与引当金 5,100 17,400

未成工事受入金 18,183 17,948

その他 62,721 50,694

流動負債合計 249,031 248,989

固定負債   

資産除去債務 945 945

その他 1,954 1,504

固定負債合計 2,899 2,449

負債合計 251,930 251,438

純資産の部   

株主資本   

資本金 203,500 203,500

資本剰余金 103,500 103,500

利益剰余金 574,621 601,420

自己株式 － △55

株主資本合計 881,621 908,365

純資産合計 881,621 908,365

負債純資産合計 1,133,552 1,159,804
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期累計期間
(自　2019年８月１日
　至　2019年10月31日)

 当第１四半期累計期間
(自　2020年８月１日
　至　2020年10月31日)

完成工事高 651,690 696,980

完成工事原価 456,209 498,876

完成工事総利益 195,480 198,103

販売費及び一般管理費 136,566 155,279

営業利益 58,913 42,824

営業外収益   

受取利息 2 3

その他 21 1

営業外収益合計 24 4

営業外費用   

支払利息 11 7

営業外費用合計 11 7

経常利益 58,926 42,821

税引前四半期純利益 58,926 42,821

法人税、住民税及び事業税 24,459 19,507

法人税等調整額 △4,165 △3,484

法人税等合計 20,293 16,022

四半期純利益 38,633 26,798
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【注記事項】

（追加情報）

　前事業年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する仮定に

ついて重要な変更はありません。

 

（四半期貸借対照表関係）

※資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前事業年度

（2020年７月31日）
当第１四半期会計期間
（2020年10月31日）

投資その他の資産 903千円 903千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　2019年８月１日
至　2019年10月31日）

当第１四半期累計期間
（自　2020年８月１日
至　2020年10月31日）

減価償却費 2,552千円 2,592千円

 

（株主資本等関係）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、リフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　2019年８月１日
至　2019年10月31日）

当第１四半期累計期間
（自　2020年８月１日
至　2020年10月31日）

１株当たり四半期純利益 48円29銭 29円12銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（千円） 38,633 26,798

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 38,633 26,798

普通株式の期中平均株式数（株） 800,000 919,975

（注）１．当社は、2020年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期

首に当該株式分割が行われたとし仮定して１株当たり四半期純利益を算定しております。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（譲渡制限付株式報酬としての新株発行）

当社は、2020年10月27日開催の取締役会において、下記のとおり、譲渡制限付株式報酬としての新株式の発

行（以下、「本新株式発行」という。）を行うことについて決議し、2020年11月20日に払込が完了いたしまし

た。

 

１．発行の概要

（1）払込期日 2020年11月20日

（2）発行する株式の種類及び数 当社普通株式　9,000株

（3）発行価額 １株につき2,840円

（4）発行価額の総額 25,560,000円

（5）資本組入額 １株につき1,420円

（6）資本組入額の総額 12,780,000円

（7）募集又は割当方法 第三者割当ての方法による

（8）株式の割当の対象者及びその人数並び

に割り当てる株式の数

当社の取締役５名　3,100株

当社の従業員33名　5,900株

（9）その他
本新株式発行については、金融商品取引法による有価証券通知

書を提出しております。

 

２．発行の目的及び理由

当社は、2020年９月14日開催の取締役会において、当社の取締役（社外取締役を含みます。以下同じ。）に

ついては当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値

共有を進めることを目的として、監査役（社外監査役を含みます。以下同じ。）については株主の皆様との価

値共有により、当社の企業価値の毀損の防止及び信用維持へのインセンティブを付与することを目的として、

取締役及び監査役（以下「対象役員」といいます。）に対する新たな報酬制度として、譲渡制限付株式報酬制

度（以下、「本制度」といいます。）を導入することを決議し、また、2020年10月27日開催の定時株主総会に

おいて、本制度に基づき、譲渡制限付株式の付与に係る現物出資財産として、既存の金銭報酬枠とは別枠で取

締役につき年額20,000千円以内（うち社外取締役2,000千円以内）、監査役につき年額10,000千円以内とし、

本制度により発行又は処分される当社普通株式（以下「本株式」といいます。）の総数は取締役につき年

8,000株以内（うち社外取締役800株以内）、監査役につき年4,000株以内とすること及び譲渡制限期間として

割当てを受けた日から当該対象役員が当社の取締役又は監査役その他当社取締役会で定める地位を退任又は退

職する日までの期間とすることにつき、ご承認をいただいております。

また、当社は、2020年10月27日開催の取締役会において、福利厚生の充実及び従業員と株主の皆様との一層

の価値共有を進めることを目的として、所定の要件を満たす当社の従業員に対して、譲渡制限期間として割当

てを受けた日から2023年11月19日までの期間とする譲渡制限付株式報酬制度を導入することといたしました。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年12月11日

株式会社ニッソウ

取締役会　御中

 

興亜監査法人

東京都千代田区

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柿原　佳孝　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 近田　直裕　　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニッソ

ウの2020年８月１日から2021年７月31日までの第33期事業年度の第１四半期会計期間（2020年８月１日から2020年10月31

日まで）及び第１四半期累計期間（2020年８月１日から2020年10月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期

貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニッソウの2020年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査法人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。
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・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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